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研究要旨 

  本研究班においては、我が国で制定された AMR 対策アクションプランに基づく薬剤耐性菌対策を、

我が国に特徴的な感染制御の地域連携ネットワークをうまく機能させることによって遂行するた

めの、一つのネットワークモデルの提示、共有・活用可能な資料やガイドの作成、ネットワーク支

援ツールの開発、我が国での CRE 感染症症例の臨床的解析を行った。ネットワークモデルとしては、

行政や医師会などの参加が必須で、サーベイランスの情報共有、相互啓発と対策の標準化、有事で

の相互支援が重要である。資料・ガイドとしては、「CRE/CPE 対策のエッセンス」、「グラム陰性
薬剤耐性菌制御に関わる環境整備に関する資料集」、「介護施設等における薬剤耐性菌対策ガイド」、

「外来における急性気道感染症に対する抗菌薬適正使用の実践を推進することための患者向け説明

用資材」を作成した。支援ツールは、J-SIPHE 開発に連動して抗菌薬使用量調査法を開発し、我が

国での抗菌薬使用量データを解析した。また J-SIPHE とは独立して複数施設での薬剤耐性菌検出状

況を可視化するようなツール（複数施設解析版 2DCM-web、Σ-alert matrix など）を開発した。CRE

感染症症例の臨床的解析では、我が国での CRE 感染症の特徴、死亡のリスク因子を明らかにした。

さらに、3年間で得た知見をもとに地域連携に基づいた医療機関等における薬剤耐性菌対策の提言

をまとめた。 
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Ａ. 研究目的 

多剤耐性アシネトバクター（MDRA）やカル
バペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）などの多
剤耐性菌は世界的な拡がりを見せており、公衆

衛生学上の大きな問題となっている。2016 年 4
月にわが国でも「薬剤耐性（AMR）対策アクシ
ョンプラン」が発出され、2020 年までの包括的
な薬剤耐性菌対策が提示された。それに基づき、

サーベイランスシステムの構築や感染対策や抗

菌薬適正使用の推進など、現在様々な対策が展

開されている。 
薬剤耐性菌の感染対策については、感染防止

対策加算によって基づいた感染制御の地域連携

ネットワークが構築されているところが特徴で

あり、このネットワークによる情報共有や相互

支援を強化する必要がある。しかしながら現時

点では、地域連携ネットワークの形態は様々で、

連携活動を推進するための仕組みや玄葉で共有

する薬剤耐性菌対策の資料なども十分でないと

ころがある。 
本研究では、我が国に特徴的な感染防止対策

加算に基づいた感染制御の地域連携ネットワー

クをより有効なものとするために、将来を見据

えたネットワークのモデルの提示と活動の実践、

ネットワーク活動を支援する仕組みやツール、

ネットワークで共有できる実践的な薬剤耐性菌

対策の資料を作成し、求められる地域連携に基

づいた医療機関等における薬剤耐性菌対策のた



2 
 

めの提言を作成することを目的としている。本

年度は、世界的に問題となっている、カルバペ

ネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）感染症症例の
臨床的検討及び CRE/CPE 対策のエッセンスの
作成、薬剤耐性菌対策における病院環境整備に

関する資料集の作成、高齢者介護施設における

薬剤耐性菌対策ガイドの作成、クリニックにお

ける抗微生物薬適正使用推進のための資料作成

とともに、将来的な課題として加算以外の施設

も取り込んだネットワークモデルの考案と感染

対策支援の実践を行うことを目的とした。また

感染制御地域連携ネットワークを支援する仕組

みとして、我々がこれまでに構築した抗菌薬使

用動向を把握する仕組みを活かして、J-SIPHEの
開発支援を行い、またそれとは独立して、

J-SIPHE や JANIS を有機的に結びつけるツー
ルの開発を目的とした。 

さらに本年度は最終年度であり、3年間の研究

知見をもとに、地域連携に基づいた医療機関等

における薬剤耐性菌対策についての提言を作成

することを目的とした。 

 

Ｂ. 対象と方法 

1. 医療機関における多剤耐性菌の感染制御に関
する研究（名古屋大学 八木哲也） 

2014年 9月から 2016年 12月までの間に国公
立大学附属病院 28施設で治療された 165例のカ
ルバペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）による
感染症症例の臨床的解析を行った。2014 年 9 月
～2016年12月に国公立大学附属病院感染対策協
議会所属施設のうち研究への参加に同意する施

設において、治療が行われた CRE感染症症例（5
類感染症の届出例）について、その患者背景、

感染症の種類、治療内容、予後の情報を収集し

た。同時に CREの菌種や薬剤感受性の情報も収
集し、臨床的解析を行った。 
さらに国内外のCRE/CPEに対する感染対策の
エビデンスを収集し、平時と多発時（有時）に

おける対策のエッセンスを作成した。その際に

は、我が国で構築されている感染防止対策加算

に基づいた地域連携ネットワークの活用や行政

への適切な届け出と連携など、我が国特有の背

景を考慮して作成した。 
さらに、3年間の研究班の知見をもとに地域連
携に基づいた医療機関等における薬剤耐性菌対

策についての提言を、班員全員のディスカッシ

ョンのもと作成した。 
2. 薬剤耐性グラム陰性桿菌に対する感染制御に
関する研究−病院環境との関連について（金沢医
科大学 飯沼由嗣） 
 平成 28 年度より継続的に薬剤耐性 GNR 感染
制御における、病院環境整備に関する国内外の

ガイドラインや論文などの精査を行い、アウト

ブレイク防止のための、効果的な病院環境整備

について、我が国における問題点および課題の

検証を行ってきた。加えて、平成 29 年度には、
感染防止対策加算 1 届出病院を対象として、特
に薬剤耐性GNRを念頭においた病院環境整備に
関するアンケート調査を行い、その実態把握を

目的とする研究を行った。これらの研究成果を

もとに、医療機関の病院環境整備で活用できる

「グラム陰性薬剤耐性菌制御に関わる環境整備

に関する資料集」の作成を行った。 
 
3. 介護施設における薬剤耐性菌対策についての
研究（岐阜大学 村上啓雄） 
平成 28・29年度に実施した介護施設を対象と
したアンケート調査および関連ガイドラインの
収集・検討結果に基づき、本研究で作成する「介
護施設等における薬剤耐性菌対策ガイド」の内
容・構成に関する方向性を検討した。その内容
について、平成 30年 5月の第 1回班会議で提示
し、議論および意見集約を行った。それを踏ま
え作成した素案について、さらに電子メール等
により研究班員から意見を集め、修正・加筆を
行った。最終的には平成 30 年 12 月の第 2 回班
会議にて内容等を提示し、議論および意見集約
を行った。 
 

4. 外来での抗菌薬適正使用を促す手法について
の研究（国立国際医療センター 具 芳明） 
本研究班で平成 29年 10-11月に行ったアンケ
ート調査の結果を検討し、臨床現場において抗
菌薬適正使用を推進するために効果的な手法を
探った。 
 その結果を踏まえ、患者説明用の資材を作成
することとした。厚生労働省が作成した抗微生
物薬適正使用の手引き第一版（以下、手引き）
に基づき、急性気道感染症（感冒、急性鼻副鼻
腔炎、急性咽頭炎、急性気管支炎）の患者に対
して抗菌薬を処方しない際に医師が説明用に用
いることを目的に作成した。 
 作成した資材はアンケート調査に協力した 10
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医師会に平成 31年 1月から 2月にかけて送付し、
内容についてのフィードバックを求めた。得ら
れたフィードバックを踏まえ、平成 31年 3月末
までに資材の完成版を作成した。 
 
5. 地域サーベイランスに基づいた薬剤耐性対策
（広島大学 大毛宏喜） 
 まず「地域 ICT」の実現に向けて、地域の中核
医療機関に所属する ICT が自治体、医師会、被
支援施設とどのような連携を取れば支援が可能

になるかを広島県とともに検討した。我々は機

動的に支援に赴く ICTを「地域 ICT」と称した。  
次に JANIS 還元データを使用したローカルサ
ーベイランスを構築するために、鳥取大学が中

心となって作成したソフトウェアを活用し、地

域レベルで簡便に耐性菌サーベイランスを行う

とともに、抗菌薬使用データとの統合を試みた。 
 
6. 抗菌薬使用動向調査の活用に関する研究（京
都薬科大学 村木優一） 
抗菌薬使用動向を把握するための指標は、以下
に示す式により算出を行った。 
 
AUD (DDDs/ 100 bed-days) 

 
 
DOT (DOTs/ 100 bed-days) 

 
 
DID (DDDs/ 1,000 inhabitants/ day) 

 
 
DDD: Defined Daily Dose 
 
また、ワンヘルス動向調査においては、各抗菌薬
使用量を力価（トン）で集計した。 
また、平成 30年度においても引き続き JACSの
ホームページを運用した。また、自動集計用のア
プリケーション（DUAS）は J-SIPHEへ連携するた
め、新たに改修を行った。J-SIPHE開発時に JACS
における問題点や集計方法について情報を提供し
た。 
 
7. 感染制御の地域連携支援と評価のためのツー
ルに関する研究（東海大学 藤本修平） 

1) 複数施設版 2DCM-webの開発と公開、普及 
施設を超えた耐性菌等の拡散を可視化するた

めに 2DCM を利用できる可能性について研究を
してきた。RICSSに実装することを検討したが、
必ずしも特定のシステムと結合する必要が無い

ため、独立した web applicationとして開発を行い、
公開した。また、研究会学会での発表により普

及を図った。データベースの内蔵により大きな

データを扱えるようにし、さらに、取り込んだ

データのデータベースでの保存を可能にし、改

良版を公開した。 

2) PMAL, PMALに基づくΣ-alert matrixの開発と
公開、普及 
「菌の確率的異常集積自動検出」 
（Probability-based Microbial Alert： PMA）は、
ある期間、ある場所での菌の分離をベースライ

ンレート、検査の対象者数、当該菌陽性者数か

ら二項分布を用いて、そのような分離が sporadic
に起こる確率を求め、菌の異常集積を検出し、

菌の院内拡散を早期に発見する。確率の値によ

って拡散の危険度を指標化し月ごとに集計した

ものがΣ-alertであるが、これにカラースケール
を用いてヒートマップ（matrix）化したものがΣ
-alert matrixである。PMALおよび PMALに基づ
くΣ-alert matrixを独立して動作する stand-alone
番として開発し、2DCM-web などと同様の web 
applicationとして公開した。 

3) JANIS 検査部門月報全データ（CSV）の生年
月日削除ツールの開発と公開、普及 
前項までの各システムはデータに JANIS 検査
部門月報全データ（CSV）を利用しており、複
数施設解析版 2DCM-web では、解析を行う施設
に JANIS 検査部門月報全データ（CSV）を集積
して解析することを想定している。 
安全に JANIS 検査部門月報全データ（CSV）
を取り扱い、複数施設解析版２DCM-webなどを
有効利用するために、JANIS 検査部門月報全デ
ータ（CSV）から生年月日を削除するツールを
開発、公開、学会発表などを通した普及を行っ

た。 
 
倫理面への配慮 患者個人情報を取り扱う研究

については、「人を対照とする医学系研究に関す

る倫理指針」に基づいて研究計画を策定し、各
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研究施設の倫理委員会で審査・承認を得てから

実施した。多施設共同研究においては、主たる

研究機関でまず倫理審査で承認を受け、その後

協力施設で倫理審査の承認を受けてから研究を

開始した。いずれの場合も個人の人権の尊重、

個人情報保護に十分注意して実施した。 
 
Ｃ. 研究結果 

1. 医療機関における多剤耐性菌の感染制御に関

する研究（名古屋大学 八木哲也） 

1) CRE感染症に関する臨床的及び微生物学的研
究 
国公立大学付属病院感染対策協議会に所属す

る 28施設が CRE感染症患者の臨床的微生物学
的研究に参加した。平成 26年 9月～平成 28年
12月にこれらの施設で、治療が行われた CRE感
染症症例（5類感染症の届出例）は計 165例あっ
た。70歳以上の高齢者が約半数を占め、基礎疾
患として固形がん患者が約 60%、脳血管疾患、
腎障害、糖尿病患者が約 25%に見られ、Charlson 
Comorbidity Index（CCI）≥3が約 55%であった。
また手術歴、ICU治療歴がありカテーテルやド
レーンなどのデバイスが留置されている患者が

多く、22例の患者には過去 3か月以内に抗菌薬
使用歴が認められなかった。 
感染症の内訳は、菌血症が 38%に見られ、尿路
感染症が最も多く、次いで胆管炎、腹膜炎・腹腔

内膿瘍、菌血症（感染源不明）、肺炎と続いた。治

療内容は約 25%で抗菌薬併用療法が行われており、
全体として死亡率は 14.9%であった。 
 CREの菌種は、Enterobacter cloacae、Enterobacter 
(Klebsiella) aerogenesがそれぞれ、40%及び 33%で、
その他の腸内細菌科細菌が 25%を占めた。CREの
中で CPEは 35株（21%）で、その内訳は、E. cloacae 
21株、K. pneumoniae 5株、E. coli 4株、C. freundii 2
株、K. oxytoca 2株、E. aerogenes 1株であった。CRE
の検出基準で考えると、MEPM-MIC≥2g/mlを満
たすものは 65株あり、一方 IPM-MIC≥2μg/ml かつ 
CMZ-MIC≥64μg/mlを満たすものは 96株であった。
CPEは全てMEPM-MIC≥2g/mlを満たしていた。
IPM-MIC≥2μg/ml かつ CMZ-MIC≥64μg/mlを満た
す CRE株は、MEPM-MIC≥2g/mlを満たす CRE株
に比べ、-ラクタム薬、フルオロキノロンのMIC
が高い傾向にあった（表 1）。 
 

 

 
         表 1 

 
          表 2 

 
患者の 28日死亡に関わるリスク因子を解析する
と表 2のようになる。 
転移性腫瘍あり、CCI≥3、菌血症ありが有意な
因子であった。このうち、転移性腫瘍ありは CCI
の一部分でもあるので、菌血症と CCI≥3 が有意
な因子であると考えられた（多変量解析でも同

じ結果であった）。 



5 
 

2)  カルバペネム耐性腸内細菌科細菌
（Carbapenem-Resistant Enterobacteriaceae: CRE）
とカルバペネマーゼ産生腸内細菌科細菌

（Carbapenemase-Producing Enterobacteriaceae: 
CPE）（以下、CRE/CPEという。）対策のエッセ
ンスの作成（資料１） 
国内外のエビデンスや資料を多数参考にして作

成したが、詳細な内容にするよりも、簡潔で必要

度が高い情報をわかりやすく集約した。さらには、

我が国の感染防止対策加算に基づく地域連携や行

政との連携を考慮に入れ、広く適用できる内容と

なるよう配慮した。CRE/CPEの検出がない、また
は非常に少ない平時の対策として、 
1）CRE/CPEの検出方法を確立する 
2）CRE/CPEが検出された時に適切な感染対策が
とれるよう体制を整えておく 

3）保菌ハイリスク患者では、保菌スクリーニング
検査を考慮する 

4）地域での CRE/CPEサーベイランスに参加する 
を挙げている。また CPEが検出された場合、また
それが多数になる場合の対策として、 
1）CREでは通常の接触感染対策を、CPEではより
厳重な接触感染対策をとる 

2）積極的保菌調査の実施を考慮する 
3）施設内の多職種での情報共有を行う 
4）地域連携ネットワークでも情報共有する 
とし、感染対策をとってもさらに CPEの検出が持
続する場合の対策としては下記のものを挙げた。 
1）病棟の一時閉鎖、入院制限等を考慮する 
2）適切な時期に保健所に報告する 
3）疫学調査を行いアウトブレイクの原因を追究し
て対策を強化する 

4）連携している医療機関から支援を仰ぐ 
5）適切な時期に適切な方法で公表も考慮する 
何例以上の発生を多発事例（アウトブレイク）

とするか、という基準は難しいところはあるが、

保健所への適切な時期での報告、地域連携ネッ

トワークでの相互支援、公表への配慮などを要

点として挙げた。具体的な内容については分担

研究報告書に添付されたものを参照にされたい。 

また、3年間の研究班で得られた知見をもとに

作成した提言は、本総括研究報告書の最後に添

付する。(資料６) 

 

2. 薬剤耐性グラム陰性桿菌に対する感染制御に

関する研究−病院環境との関連について（金沢

医科大学 飯沼由嗣） 
1) 「グラム陰性薬剤耐性菌制御に関わる環境整
備に関する資料集」の作成（資料２） 
 薬剤耐性菌の環境汚染と感染アウトブレイク

の関連については、基礎および臨床含めて数多

くの報告があり、その重要性は既に認知されて

いる。本資料集では、環境汚染に関連した薬剤

耐性GNRのアウトブレイクに関する最新情報を
集約し、感染制御に有用な資料を提供するため

に、「グラム陰性薬剤耐性菌制御に関わる環境

整備に関する資料集」を作成した。具体的な内

容については分担研究報告書に添付されたもの

を参照にされたい。 
a) 薬剤耐性菌による病院環境の汚染と院内感染
との関係について 
 病院環境の汚染と医療関連感染との関連につ

いては、いくつかの重要な院内感染起因病原体

の環境汚染が院内伝播に関与することが知られ

ている。グラム陽性薬剤耐性菌や芽胞形成菌で

は、乾燥した環境表面でも生存期間が比較的長

いが、GNR では、手洗い場などの水回りに生息
し、医療関連感染の原因となることが報告され

ている。薬剤耐性 GNR の感染制御においては、
環境整備とともに、手指衛生などの標準予防策

遵守や抗菌薬適正使用ももちろん重要な要素と

なる。 
b) 環境汚染と関連したグラム陰性薬剤耐性菌の
アウトブレイクの報告について 
Acinetobacter 属については、ICUなどの集中治
療室での報告が多く、病院全体で汚染の報告も

あった。Acinetobacter属は、他のグラム陰性桿菌
と比較して環境中で長く生存できる特性を有し

ており、医療関連感染の中でも、人工呼吸器関

連肺炎（VAP）における原因菌として比較的頻度
が高く、人工呼吸器関連の器具の汚染がアウト

ブレイクの原因となったとの報告が多い。その

他、輸液ポンプやベッド、モニターなどの患者

周辺環境やスタッフエリアの環境の汚染も報告

されている。またシンクなどの水回りの汚染の

報告もある。 
 P. aeruginosa に関しては、患者周囲環境よりも、
シンクやシンクドレーン、シャワーなどの水回

りの汚染が多い。我が国からは、医療施設にお

いて広く使用されている温水洗浄便座のノズル
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や自動尿測定装置の汚染が、多剤耐性緑膿菌

（MDRP）のアウトブレイクの要因と疑われた事
例の報告があり、汚染源として注目される。ま

た、P. aeruginosaでは、ICUよりも血液内科病棟
でのアウトブレイク報告が多く、高度免疫不全

者における日和見感染症として感染発病する例

が多いことが示唆される。B. cepaciaはシンクド
レーンや人工呼吸器の汚染が報告されている。 
 薬剤耐性腸内細菌科細菌では、ESBL産生菌と
CRE（カルバペネム耐性腸内細菌科細菌）の報
告が多い。CRE は欧米の主要な耐性クローンで
ある KPC型カルバペネマーゼ産生菌の報告が大
多数である。我が国では、メタロ-β-ラクタマー
ゼ（MBL）産生の CREによるアウトブレイクの
報告が多い。わが国では多菌種のMBL産生 CRE
が複数病棟から検出され、病院全体のアウトブ

レイクの原因病原体となっていたとの報告があ

り、汚染環境としては、CRE で汚染した物品の
シンクでの洗浄がその要因と考えられた。 
 耐性菌獲得のリスク因子評価のためのメタ解

析では、カルバペネム耐性 P. aeruginosa および
CRE については、環境の汚染源やリザーバーと
してシンクが最も多いと報告されている。また

ESBL 産生 Klebsiella 属でもシンクが比較的多い
との報告されている。 
c) 感染制御のガイドラインにおける環境整備と
研究・報告のまとめ 
以下の 3点についてまとめた。 
① 清掃実施状況の監査およびモニタリング 
・清掃業務手順書の作成、清掃実施状況の監

査・モニタリングへの感染対策チーム（ICT）
の関与 
・客観的モニタリング手法の活用（環境培養法、

ATP測定法、蛍光マーカー法、等） 
②水回りの衛生管理、汚染除去について 
・手洗いシンクと器具洗浄用シンクの分離 
・汚染した水回りへの対策として、化学的除菌

がまず行われるが、最も有効な対策は、汚染

した器具の取り替えである 
③薬剤耐性菌感染／保菌患者退院後の最終清掃

（消毒）について 
・薬剤耐性菌感染／保菌患者が退院したあとの

病室の最終清掃の徹底 
・通常の最終清掃の徹底によっても環境汚染に

基づく伝播が続く場合には、新たな病室消毒

技術（蒸気化過酸化水素発生装置、紫外線照

射装置）の活用を考慮する 
2) 資料集の配布 
本資料集をアンケート調査対象としてご協力

いただいた全国の感染防止対策加算 1 届出病院
に配布し、各施設での環境整備の参考資料とし

ていただいた。 
 
3. 介護施設における薬剤耐性菌対策について
の研究（岐阜大学 村上啓雄） 
1) 「介護施設等における薬剤耐性菌対策ガイド」
の作成（資料３） 
a) ガイド策定における基本方針 
前年度までに実施したアンケート調査および

既存ガイドラインの検討結果を踏まえ、「介護

施設等における薬剤耐性菌対策ガイド」を作成

した。（資料３）策定においては、①各薬剤耐性

菌の解説、②具体的な感染対策に関する情報、

③抗菌薬適正使用に関する情報、④行政を含め

た地域連携に関する情報について、本邦の介護

施設の実状を反映した情報を、すべての職種が

理解・共有可能な形で提供することを基本方針

とした。 
具体的には、①各薬剤耐性菌の解説について

は、近年注目されるカルバペネム耐性腸内細菌

科細菌など MRSA以外の菌も対象とし、本邦の
介護施設・医療施設における分離頻度を含めた

各薬剤耐性菌の特徴を提示することとした。②

具体的な感染対策については、介護施設では薬

剤耐性菌の保菌/感染が把握できないことが多い
状況を鑑み、感染性物質の取扱いや個人防護具

の使用など、標準予防策の遵守に関する情報の

整理および啓発を主眼に置くこととした。③抗

菌薬適正使用については、上気道炎など抗菌薬

が必要ない病態を提示する一方、外部医療機関

との連携も含めた的確な状況把握や診断の重要

性について提示することとした。④行政を含め

た地域連携については、感染症法上の届出やア

ウトブレイク時の報告など行政との連携ととも

に、他の医療施設との感染対策や感染症診療に

関する日常的な連携の重要性について提示する

こととした。このほか、全体を通して平易な表

現を用い、自発的な情報検索を促すよう関連情

報の入手先などについても提示することとした。 
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b) 作成したガイドの具体的な内容 
実際のガイドの内容については、分担研究報
告書に添付されているものを参照にされたい。 
① 項目立て 
上述した基本方針に沿って各薬剤耐性菌、介

護施設の特性、具体的な感染対策、抗菌薬適正

使用および感染症診断、他の医療施設や行政と

の地域連携に関する項目を設けたほか、すべて

の職員が理解・共有できるよう各対策の要点の

まとめやチェックリスト、各種情報の入手先を

まとめた項を追加した。 
② 各薬剤耐性菌について 
比較的高頻度に分離され広く認知されている

MRSA や基質特異性拡張型β -ラクタマーゼ
（ESBL）産生腸内細菌科細菌に加え、分離頻度
は低いものの高度耐性菌として問題になるバン

コマイシン耐性腸球菌やカルバペネム耐性腸内

細菌科細菌、多剤耐性緑膿菌およびアシネトバ

クターについて、本邦での分離頻度を含め解説

した。さらに、文章による解説だけでなく、そ

の要点を表にまとめた。 
③ 具体的な感染対策について 
手指衛生および感染性物質の取扱い時におけ

る個人防護具の使用など、標準予防策の遵守に

関する啓発や、環境整備、物品・機器の管理な

どに関する基本事項を中心に解説した。この中

では、標準予防策という用語自体が誤って解釈

されうるとの指摘もあり、誰もが理解できるよ

う「いつでも実施すべき予防策」との表現を用

いた。また、薬剤耐性菌保菌が把握されにくい

状況を鑑み、接触予防策の適用については、「咳

や痰が多い、下痢や便失禁がみられる、褥瘡か

らの排膿があるなど、周囲の環境が汚染されや

すい症状・状況がある場合」として、保菌が判

明しているか否かに関わらず、患者の状態をも

とに判断することを推奨した。いずれの内容に

ついても、ポイントをまとめた表を作成した。 
④ 抗菌薬適正使用、感染症診断/検査 
厚生労働省の「抗微生物薬適正使用の手引き 

第一版」など、既存の診療ガイドラインを提示

しつつ、上気道炎など抗菌薬を必要としない病

態について解説する一方、適切な状況把握や診

断の重要性について強調した。また、医師が常

駐していない施設においては、事前に連携する

医療機関と対応について十分協議しておくこと

の重要性にも触れた。 
さらに、治療・診断だけでなく、手指衛生や

咳エチケットの遵守、インフルエンザや肺炎球

菌に対するワクチン接種の重要性についても述

べた。 
⑤ 薬剤耐性菌対策に関する地域連携 
上述した感染症診療における医療機関との連

携のほか、感染対策においても医療機関との日

常的な連携・相談体制を構築しておくことの重

要性について解説した。また、感染症法上の届

出やアウトブレイク時の報告など行政との連携

についても根拠となる通知等を含め記載した。 
⑥ 対策の要点（“3つのポイント”） 
上述した各項目の内容について、より理解し

やすく、職種間で共有しやすいものになること

を企図し、各対策の要点をそれぞれ 3 点ずつに
まとめた項目を設けた。 
発熱時の対応や地域連携体制の構築、物品の

用意・配置などについては、それぞれ医療スタ

ッフや施設管理者など、日常ケアを提供するス

タッフ以外の関係者の関与・貢献が必要となる。

そのため、これらの事項については、主体者が

明確になるよう記載した。 
⑦ チェックリスト 
知識を深めるだけでなく、自発的な行動につ

ながるための仕掛けとしてチェックリストを作

成した。この中では、役割別、すなわち主体的

に取り組むべき職員別に 3 種類のリストを作成
した。 
⑧ 各種情報の入手先リスト 
薬剤耐性菌の情報は、常に更新されうるほか、

より詳細な情報が必要な時などにも、情報を自

ら検索することが求められる。それを可能とす

るため、既存の関連ガイドラインや行政への届

出・報告に関する法令・通知、薬剤耐性菌の動

向に関するウェブサイト等など関連情報の入手

先について、リストを作成した。この中では、

必要な情報を容易に入手できるよう、それぞれ

の文書の内容や閲覧可能なURLを併記する一方、
入手に費用が発生する書籍などについては含め

なかった。 
2) 概要版の作成（資料４） 
全体の構成がほぼ確定した段階で、より多く

の介護施設およびその職員に利用されるよう、

より要点のみに絞った概要版を作成することと
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した。具体的には、対策の要点部分とチェック

リストの部分のみを抽出し、全 10ページのもの
とした。 
4. 外来での抗菌薬適正使用を促す手法について
の研究（国立国際医療センター 具 芳明） 

2017 年に行ったアンケート調査結果を再検討
したところ、手引きを知っていた回答者 233 名
のうち 64.4%が手引きを通じて抗菌薬適正使用
についての意識が変化したと答えていた（かな

り意識するようになった 32.6%、多少意識するよ
うになった 31.8%）。手引きをあまり活用しなか
った 111名が活用しなかった理由は、「すでに実
践している」（44%）と「内容は分かるが実践す
るのは難しい」（37%）に大きく二分されること
が判明した。抗菌薬適正使用を推進するために

必要なツールとしてマニュアル・ガイドライン

（ 59.9%）に次いで患者向けパンフレット
（48.3%）が選ばれていたことから、抗菌薬適正
使用の実践を推進することを目的に患者向け説

明用資材を作成する方針とした。 
患者向け説明用資材は、手引きに取り上げら

れている急性気道感染症（感冒、急性鼻副鼻腔

炎、急性咽頭炎、急性気管支炎）を対象に、診

察した医師が抗菌薬不要と判断した際に説明に

用いるための資材を作成し、アンケート結果報

告とともに各医師会に 20-50部ずつ送付し、フィ
ードバックを得た。その結果を元に資材の最終

版を作成した。（資料５） 
 
5. 地域サーベイランスに基づいた薬剤耐性対策
（広島大学 大毛宏喜） 
1）地域 ICTの実現 

 地域の中核医療機関に所属する ICT が、比較
的小規模な医療機関もしくは高齢者施設に行っ

て支援を行うために必要な条件は以下の通りで

あった。 
 被支援施設からの要請 
 要請の受付を行う窓口：各地区の医師会
が適切と考えられたが、状況によっては

医師会に知られずに支援を得たいという

施設もあることが明らかとなった。 
 上記窓口と地域 ICT をつなぐ組織：行政
が担うのが適切と考え、広島県感染症・

疾病管理センターとした。また広島県医

師会も関わることとした。 

 地域 ICT の身分保障：支援に赴く場合の
身分、業務内容、各種保障、給与などの

手続きが必要。 
 ICT メンバーの標準化：地区ごとの ICT
がそれぞれ異なる方針で活動することの

ないよう、平時からの ICT 間の検討会な
ど方針の標準化を図る必要がある。 

2）ローカルサーベイランスシステム 
 鳥取大学の千酌浩樹教授らが開発した

「 Inter-Hospital Organism Comparison System
（IHOCS）」は、JANIS還元データを活用し、地
域の参加医療機関の間で耐性菌サーベイランス

を簡便に行える。地域全体だけでなく、任意の

施設間での比較や、施設のグルーピング、特定

の感受性パターンの菌種の増加に対してアラー

トが出る仕組みなど、有用性が高いシステムで

ある。 
 今回広島県内に本システムを導入し、データ

センターを広島大学内に置いた。更に広島県病

院薬剤師会が以前から行っていた抗菌薬使用状

況のモニタリングを、本システムに統合するた

めのシステム開発を開始した。 
 
6. 抗菌薬使用動向調査の活用に関する研究（京
都薬科大学 村木優一） 
これまで報告した方法に基づき、AMRCRCにお
いて抗菌薬使用量が報告される体制が整った（図

3）。また、ワンヘルスにおける抗菌薬使用動向も
明らかとなった。 

 
          図 3 
 

J-SIPHEの開発にあたり、JACSで問題となって
いた他施設との比較が可能となった（図 4）。また、
J-SIPHEと連携するにあたり、DUASを改修し、 
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          図 4 
 
ACASとして開発を行った。これにより、保険請
求情報であるEF-ファイルから J-SIPHE用の集計
フォーマットを自動作成できる体制が構築され

た。 
 
7. 感染制御の地域連携支援と評価のためのツー
ルに関する研究（東海大学 藤本修平） 
研究成果の 4つのツール（ソフトウェア）は、
すべて Web アプリケーション化してあり、
「2DCM-web 実習システム」のページ、 
http://yakutai.dept.med.gunma-u.ac.jp/project/2dcm/i
ndex.html）で公開した。（ツールは、Microsoft 
Windows 7 以降、Internet Explore ６以上または
Microsoft Edgeの仕様が必要。） 
研究成果は、普及のために研究会、学会で発表
した。 
1)耐性菌条件警告案内メッセージの公開、普及、
改良 

JANIS 検査部門の 2DCM-web に加えて、次項
の複数施設解析版２DCM-webにも、メッセージ
ファイルを耐性菌定義ファイルとして利用する
仕組みを提供し、利用の機会が増えるようにし
た。 
このシステムには、広域、長期間のデータか
ら、特定の耐性菌だけをリストする機能が加え
られており、地域での特殊な耐性菌のスクリー
ニングを簡単に実現する。 
耐性菌条件警告案内メッセージが本来の意味
で役立つためには、細菌検査機器や検査機器に
結合したデータ管理装置、細菌検査システムな
どが当該メッセージファイルを読み込めるよう
にすることが必要である。細菌検査機器、細菌
検査システムのベンダーには、学会発表などに
ついて連絡をし、また直接の働きかけも継続し
ている。 
2)複数施設版 2DCM-webの開発と公開、普及 
データベースの内蔵により大きなデータを扱
えるようにし、さらに、取り込んだデータのデ

ータベースでの保存を可能にし、改良版を公開
した。 
3) PMAL, PMALに基づくΣ-alert matrixの開発と
公開、普及 

2DCM-web などと同様の web application とし
て公開した。長期間（たとえば 10 年間）の全て
の菌の院内拡散の状況を 1 枚のチャートにまとめ
て表現し、さらに直近など指定の期間に多く院内
拡散した菌を抽出できるようにした。また、研究
会で紹介し、学会でポスター発表し、普及を図っ
た。 
4) JANIS 検査部門月報全データ（CSV）の生年
月日削除ツールの開発と公開、普及 
複数施設解析版 2DCM-web、PMAL、Σ -alert 

matrix で用いる JANIS 検査部門月報全データ
（CSV）から生年月日削除し簡単な暗号化などをし
た上で、施設間で安全にデータの交換を可能にす
るためのツールとして開発し、「研究結果と考察」
の冒頭に記したサイトで公開を行った。 
研究会で紹介、学会で発表し普及を行った。 

 
Ｄ. 考察 

 本研究では、我が国に特徴的な感染防止対策

加算に基づいた感染制御の地域連携ネットワ

ークをより有効なものとするために、アンケー

ト調査で現状を把握し、また国内外の薬剤耐性

菌対策のエビデンス情報を集約して、ネットワ

ークで共有し現場で活用できるガイドや資料

を作成した。また、CRE感染症症例の臨床的特
徴について他施設共同研究でまとめた。さらに、

加算外の施設にも支援可能なネットワークモ

デルを考案し、支援活動の実践例を蓄積した。

そしてネットワーク活動を支援するような抗

菌薬使用量調査法や注目する薬剤耐性菌検出

動向を可視化するようなツールを作成した。 
本研究班で作成された 4つの資料は、これま
でに地域連携ネットワークで共有され活用で

きるものがなかったものであり、今後増加が懸

念されるCRE/CPEの感染対策、各医療機関にお
ける環境整備推進、高齢者介護施設等への薬剤

耐性菌対策支援、外来での急性気道感染症にお

ける抗菌薬適正使用に大きく貢献するものと

考えられる。多施設共同研究によるCRE感染症
例の検討では、我が国のCREはβ-ラクタム薬
やそのほかのクラスの抗菌薬にも感受性が残

る株が多いものの、菌血症症例や合併症が多い

症例では死亡のリスクが高いことが示された。

ま た 感 染 対 策 上 も 重 要 な CPE は 全 て
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MEPM-MIC≥2μg/mlであったことも、今後の
CRE検出基準を考える上で重要な所見である。 
一方加算から外れるような中小医療機関や、

高齢者施設をどのように地域連携ネットワー

クの中に取り込んでいくかも今後の課題であ

る。本研究班では、広島大学の取り組みをもと

に、ひとつのモデルを提示したが（図 5）、こ
うしたネットワークを構築するには、行政や医

師会などのステークホルダーがネットワーク

に参加することが必須であると考えられた。 
 

        図 5 
 
今後こうした地域連携ネットワークの活動

を推進していくうえでも、特にサーベイランス

データの可視化、情報共有のためのツールが必

要であり、J-SIPHEの開発と連動して、またそ
れとは独立して有効なツールの作成に貢献で

きたと考えられる。 
 地域連携に基づいた医療機関等における薬

剤耐性菌対策はまだ発展途上であり、今回の研

究班の成果と得られた知見等をもとに提言を

まとめた。地域連携ネットワークにはまず、サ

ーベイランスによる情報共有、相互啓発と対策

の標準化、有事での相互支援の仕組みが必要で

ある。ネットワークに参加するメンバーが役割

分担して、必要な薬剤耐性菌検出、及び抗菌薬

使用量、感染対策の実施状況などの情報を集め

解析し感染対策に活かす仕組みが必要である。

加算外の医療機関や高齢者介護施設等への支

援体制、有事におけるリスクコミュニケーショ

ンの情報、感染対策を担う人材育成などが今後

の課題となると考えられる。 
 
 

Ｅ. 結論 
 我が国に特徴的な感染制御の地域連携ネット
ワークをうまく機能させ、AMR 対策アクションプ
ランに基づく薬剤耐性菌対策を遂行するために、
ひとつの連携モデルを提示し、連携の中で感染
対策や抗菌薬適正使用推進のために活用可能な
資料の作成を行った。また地域連携ネットワー
ク活動を支援するツールを開発した。抗菌薬適
正使用のプロセス評価としての抗菌薬販売量・
使用量の調査を行った。さらに 3 年間の研究班
の成果と得られた知見等をもとに地域連携に基
づいた医療機関等における薬剤耐性菌対策につ
いての提言をまとめた。 
 

Ｆ. 健康危険情報：なし 
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